
　○地方消費税交付金（社会保障財源分） 千円

（積算内訳）

　○地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当対象事業費　　7,222,582千円

国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
地方消費税

交付金
（社会保障財源）

その他

障がい者自立
支援給付費 1,418,212 709,106 354,553 0 0 31,401 323,152

生活等扶助費 712,350 532,762 4,000 0 2,000 15,374 158,214

学童保育運
営等補助金

182,752 57,746 57,746 0 4,547 5,554 57,159

こども園等
委託料

1,457,321 240,161 125,131 0 233,512 76,035 782,482

小中学生医
療費扶助費

94,000 0 0 0 10,810 7,368 75,822

介護保険事業 1,000,991 7,343 3,671 0 220 87,659 902,098

国民健康
保険事業

540,596 69,284 230,089 0 0 21,364 219,859

後期高齢者
医療事業

1,035,825 0 132,785 0 1 79,978 823,061

病院事業 761,472 0 5,867 0 0 66,921 688,684

各種予防
接種委託料

126,518 0 1,356 0 0 11,085 114,077

各種がん
検診委託料

111,506 0 0 0 9,600 9,025 92,881

7,441,543 1,616,402 915,198 0 260,690 411,765 4,237,488

　平成30年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当対象事業
及び充当経費については、下表のとおりです。

【地方消費税交付金（社会保障財源分）充当事業一覧】 （単位：千円）

事　業　名
（対象経費名）

事業費
（経費）

財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般 財 源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　計

平成30年度 地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当経費

　平成26年4月1日より、消費税率が５％から８％へ引き上げられ、引上げ分の地方消費税収
（地方消費税交付金を含む。）については、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他
社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充
てるものとする。」旨地方税法に明記されています。
　本市では、この趣旨を踏まえ、平成30年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障
財源）の充当経費について、下記のとおり明示します。

【歳　入】

　　平成30年度当初予算額（地方消費税交付金）      1,000,000千円
　　うち地方消費税交付金社会保障財源分　　　　　　  411,765千円

【歳　出】

411,765


